
1　事業の概要

①　成果目標（H26)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

・集合処理区域（下水道、農業集落排水施設等）以外の地域住民の浄化槽整備の促進と浄化槽の適正な維持管理の推進により、生活
環境が衛生的に保たれるとともに、清らかな水環境が持続されること。
・汚水処理人口普及率97.7％（市町村整備計画を基に積算）

Ｈ26 H27
目標

H25末
（実績） 目標 成果 達成状況

98.1

2,495 0

　浄化槽法第53条第2項の規定により実施する浄化槽
の立入検査において、浄化槽の管理者に的確に改善
指導を行うため、浄化槽放流水の水質検査を実施し
た。

1,296 1,275 1,429

616 864

23 23 23

合計 168,403 129,934

97.7 97.3 未達成

155,190

　快適な生活環境と良好な水環境保全のため、浄化槽の普及促進や適正な維持管理を図る。
　成果目標：汚水処理人口普及率 96.6％（H24)→98.1％以上（H27）　（下水道、農集排等を含む。）

　浄化槽の整備は、国、県、市町村が一体となった補助制度の実施により進めており、下水道等による汚水の集合処理が困難な中山間地
等においては、浄化槽によるきめ細かい整備が求められている。（浄化槽設置補助基数：1,161基（H24））

成果目標の達成状況

項目

汚水処理人口普及
率(%)

事業番号 05 04 01 事業改善シート （26年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 浄化槽対策事業費 担
当
課

部局 環境部

１　水・大気環境の保全 実施期間 Ｈ元 ～

県が関与
する理由

県関与の必要性あり
【左記の説明、根拠法令等】

浄化槽法第51条（地方公共団体は、必要があると認めるときは所要の援助その他必要な措置を
講ずるよう努める。）
長野県「水循環・資源循環のみち2010」構想

課・室 生活排水課

総合５か年
計画

プロジェクト  E-mail seikatsuhaisui@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開
３－２　豊かな自然環境の保全

目指す姿

現状
（予算編成

時）

県民との協働による実施： 実施は困難

浄化槽維持管理事業補助金 補助金
成果目標・
事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H26事業実績
H26 H27

（当初） （決算） （当初）

合併処理浄化槽整備事業補
助金

補助金

　中山間地域など下水道、農集排等による整備が計画
されていない地域において、合併処理浄化槽の設置
者に補助を行う市町村に対して補助を行った。
（55市町村　984基）

163,970 125,525 152,874

事務費 直接 616

（公社）長野県浄化槽協会が行う浄化槽の適正な維持
管理に関する啓発事業等に対して補助金を交付した。

2,498

浄化槽放流水水質検査委託 委託

169,294 168,403 155,190

合計（A) 170,144

合併処理浄化槽普及啓発パ
ンフレットの作成

直接
　浄化槽の適正な設置及び維持管理を図るため、啓
発用パンフレットを作成し、浄化槽設置者に配布した。

155,190
96.8

26年度 27年度

3,277 0

当初予算 172,144

補正予算 -2,000 -3,500 -35,000

区　　分（単位：千円） 24年度 25年度

Aの
財源

169,071 133,403

概　算
人件費

5.00 5.00 5.00 5.00

41,290

157,711 145,657 129,934

41,290

672 407 139 69

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施今後、事業
をどのよう
にしていき
たいか

引き続き、長野県「水循環・資源循環のみち2010」構想に基づき、生活排水処理施設の計画的・効率的な整備を図っていく。
また、平成27年度は、長野県「水循環・資源循環のみち2010」構想が計画策定から５年目を迎えることから、社会情勢等の変化を踏まえた
内容の見直しを行う。

目標に対
する成果
の状況

市町村の計画的な生活排水処理施設の整備により、汚水処理人口普及率は年々向上している。
汚水処理人口は、目標値より0.8万人ほど上回っているが、行政人口が目標設定時の見込値より1.7万人ほど上回ったため、汚水処理人
口普及率（汚水処理人口／行政人口）は目標値を下回っている。

 概算事業費（B（A）+C） 199,001 186,947 171,224 196,480

41,290 41,290

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

予
算
額

前年度繰越 0

110 110 110 100

0 0 0 0

169,362 168,554 133,154 155,021


